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水産業競争力強化緊急事業業務要領 

［平成３０年３月８日 施行] 

 

（目的） 

第１条 この水産業競争力強化緊急事業業務要領（以下「業務要領」という。）は、水産関係民間団

体事業実施要領（平成 10 年４月８ 日付け 10 水漁第 944 号農林水産事務次官依命通知）、水産関

係民間団体事業補助金交付要綱（平成 10 年４月８日付け 10 水漁第 945 号農林水産事務次官依命通

知）、及び水産関係民間団体事業実施要領の運用について（平成 22 年３月 26 日付け 21 水港第 2597

号水産庁長官通知）に基づき、水産業競争力強化基金の造成・管理及び同基金により助成金を交付

して実施する水産業競争力強化緊急事業の適正な執行に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この業務要領における次に掲げる用語の定義は、それぞれ次のとおりとする。 

（１）「実施要領」とは、水産関係民間団体事業実施要領（平成 10 年４月８ 日付け 10 水漁第

944 号農林水産事務次官依命通知）をいう。 

（２）「交付要綱」とは、水産関係民間団体事業補助金交付要綱（平成 10 年４月８日付け 10 水

漁第 945 号農林水産事務次官依命通知）をいう。 

（３）「運用通知」とは、水産関係民間団体事業実施要領の運用について（平成 22 年３月 26 日

付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通知）をいう。 

（４）「水産業競争力強化緊急事業」の対象となる事業の種類及び助成率は、次表に掲げるとお

りとする。 

別表１ 

水産業競争力強化緊急事業の種類 

 

助 成 率 

 

１ 広域浜プラン緊急対策事業 

 
 
 
 
 
 
 

(1)広域浜プラン策定支援 

 
 
①浜の活力再生広域プラン策定支援 定額 

②漁船漁業構造改革広域プラン策定支援 定額 

(2)収入向上・コスト削減の実証的取組支援 

 
 
 

①効率的な操業体制の確立支援 定額、１／２以内 

②養殖用生餌供給安定対策支援 １／２以内 

③広域浜プラン実証調査 定額 

 ④クロマグロ混獲回避活動支援 定額  

２ 水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業 

 
 

(1)浜の担い手漁船リース緊急事業 定額、１／２以内 

(2)漁船漁業構造改革緊急事業 定額、１／２以内 

３ 水産業競争力強化緊急施設整備事業 １／２、5.5／10、２／３以内 

４ 競争力強化型機器等導入緊急対策事業 定額、１／２以内 

５ 水産業競争力強化金融支援事業 

 
 
 

実質無利子化措置 定額 

実質無担保・無保証人化措置 １／２ 

保証料助成措置 定額 

 

（５）「水漁機構」とは、特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化推進機構をいう｡  

 なお、水漁機構は、実施要領第２の別表に定める事業実施主体かつ交付要綱第２に定める

補助事業者であり、国の助成金により水産業競争力強化基金の造成及び管理を行い、当該基

金により、水産業競争力強化緊急事業に掲げる各事業の総合的な実施及び調整を行うもので

ある。 

（６）「漁安協」とは、一般社団法人漁業経営安定化推進協会をいう。 
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（７）「管理支援会」とは、特定非営利活動法人水産資源回復管理支援会をいう。 

（８）「基金協会」とは、漁業信用基金協会をいう。 

（９）「信用基金」とは、独立行政法人農林漁業信用基金をいう。 

（１０）「長期金融協会」とは、公益財団法人農林水産長期金融協会をいう。 

（１１）「漁連」とは、漁業協同組合連合会をいう。 

（１２）「漁協」とは、漁業協同組合をいう。 

（１３）「審査団体」とは、水産業競争力強化緊急事業により実施する各事業を円滑に遂行する

ため、水漁機構が選定し事業の運営・遂行を委託した団体をいう。ただし、水漁機構自らが

一部の事業を実施する場合は、水漁機構が当該事業の審査団体となる。 

（１４）水産業競争力強化基金により助成金を交付して実施する事業別の審査団体は、次表のと

おりとする。 

別表２  

水産業競争力強化緊急事業の種類 

 

審査団体 

 

１ 広域浜プラン緊急対策事業 

 
 
 
 
 
 
 

(1)広域浜プラン策定支援 

 
 
①浜の活力再生広域プラン策定支援 （国が審査を実施） 

②漁船漁業構造改革広域プラン策定支援 （国が審査を実施） 

(2)収入向上・コスト削減の実証的取組支援 

 
 
 

①効率的な操業体制の確立支援 漁安協 

②養殖用生餌供給安定対策支援 管理支援会 

③広域浜プラン実証調査 （国が審査を実施） 

 ④クロマグロ混獲回避活動支援 （国が審査を実施）  

２ 水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業 

 
 

(1)浜の担い手漁船リース緊急事業 水漁機構 

(2)漁船漁業構造改革緊急事業 水漁機構 

３ 水産業競争力強化緊急施設整備事業 （国が審査を実施） 

４ 競争力強化型機器等導入緊急対策事業 漁安協 

５ 水産業競争力強化金融支援事業 

 
 
 
 

実質無利子化措置 
 

水漁機構（長期金融協会へ事業の一部
を委託） 

実質無担保・無保証人化措置 基金協会、信用基金 

保証料助成措置 基金協会 

 

  （１５）「事業実施者」とは、水漁機構が行う水産業競争力強化緊急事業のうち、助成対象

事業の事業実施者をいう。 

 

（消費税の取扱い） 

第３条 事業実施者は、前条（４）別表１に掲げる各事業の実施のための助成金の交付申請書を提出

するに当たって、事業実施者について当該助成金に係る仕入れに係る消費税等相当額（助成対象経

費に含まれる消費税等相当額のうち、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に規定する仕入れに係

る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規定

する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に助成率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）が

あり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して申請しなければならない。ただし、申

請時において当該助成金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかでない部分については、この

限りではない。 

２ 助成金の交付の申請をした事業実施者は、実績報告書を提出するに当たって前号ただし書に該当

した場合について当該助成金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかになった場合には、これ

を助成金額から減額して報告しなければならない。 
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３ 助成金の交付の申請をした事業実施者は、実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消

費税の申告により当該助成金に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合には、その金額

（前項の規定により減額した事業実施者については、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を

別記様式第１－１号により速やかに水漁機構に報告するとともに、水漁機構の返還命令を受けてこ

れを返還しなければならない。また、当該助成金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかにな

らない場合又はない場合であっても、その状況等について、事業実績報告書を提出した日から 1 ヶ

月が経過する日までに水漁機構に報告しなければならない。 

 

（助成金の返還） 

第４条 水漁機構または審査団体（以下「水漁機構等」という。）は、事業実施者に交付すべき助成

金の額を確定した場合または第２条（４）別表１に掲げる各事業の中止等により交付決定の全部又

は一部の取消しをした場合において、既にその額を超える助成金が交付されているときは、その超

える部分の助成金の返還を命ずるものとする。 

２ 前項の助成金の返還期限は、当該命令がなされた日から 20 日以内とし、水漁機構等は、期限内に

納付されない場合には、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利 10.95 パーセ

ントの割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

３ 事業実施者は、助成金を水漁機構等に返納する場合には、別記様式第１－２号により、当該返納

に係る額を、水漁機構等の承認を受けて、返納しなければならない。 

 

（財産の管理等） 

第５条 事業実施者は、助成対象経費（助成事業を他の団体に実施させた場合における対応経費を含

む。）により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）については、助成

事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理し、助成金交付の目的に従って、その

効率的運用を図らなければならない。 

２ 取得財産等を処分することにより、収入があり、又はあると見込まれるときは、国又は水漁機構

は、その収入の全部又は一部を国又は水産業競争力強化基金に納付させることがある。 

 

（助成金の経理） 

第６条 事業実施者は、助成事業等についての帳簿を備え、他の経理と区分して助成事業等の収入及

び支出を記載し、助成金の使途を明らかにしておかなければならない。 

２ 事業実施者は、前項の収入及び支出について、その内容を明らかにした関係証憑類を整理し、前

項の帳簿とともに、助成事業等の完了の日の属する年度の翌年度から起算して５年間整備保管しな

ければならない。 

３ 事業実施者は、取得財産等においては、前項の規定にかかわらず、当該取得財産等の処分制限期

間中、前項に規定する帳簿等に加え別記様式第１－３号の財産管理台帳その他関係書類を整備保管

しなければならない。 

 

（その他の水産業競争力強化基金により助成金を交付する際の条件） 

第７条 審査団体、水漁機構から事業の一部を受託した者及び事業実施者等、水漁機構が管理する水

産業競争力強化基金により助成金の交付を受けて事業を実施する者は、第 ３条から第６条までの

規定のほか、国及び水 漁 機 構 に 対 し 、 「交付要綱」第４から第 22（第４の２、第７、第 13

から第１７の２から４、第 19 の２から４、第 20 及び第 22 を除く。）までの規定により補助事業

者等が課された責務と同等の責務等を負うものとする。 

 

（特許権の処分・放棄の協議） 

第８条 水漁機構又は事業実施者が本事業の実施により取得した特許権等に係る交付要綱第 18 の３

に基づく利用又は処分については、次のとおりとする。 
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（１）当該事業を実施した年度及び当該年度の翌年度以降５年以内に特許権等を放棄しようとす

るときは、別記様式第１－４号により事前に水産庁長官と協議する。 

（２）当該事業を実施した年度の翌年度以降５年を経過した後に特許権等を譲渡又は放棄した場

合には、別記様式第１－５号により水産庁長官に報告する。 

 

（事業進捗状況、財産管理状況等の把握） 

第９条 水漁機構は必要に応じ、審査団体及び事業実施者から、水産業競争力強化基金事業に係る

関係書類等の提出を求めることができる。 

２ 水漁機構は必要に応じ、審査団体及び事業実施者が水産業競争力強化基金事業により実施した業

務又は同事業で取得した財産の状況を検査することができる。 

 

（指導及び監督） 

第１０条 水産庁長官は、この事業の実施に関し必要な指導及び監督を行い、必要に応じ、水漁機構、

審査団体、水漁機構から事業の一部を受託した者及び事業実施者等に報告を求めることができるも

のとする。 

 

（事業検討委員会の設置等） 

第１１条 水漁機構は、水産業競争力強化基金事業の総合的な実施及び調整を円滑に実施するため、

審査団体、水産関係団体等の役職員等で構成する事業検討委員会（以下「検討委員会」という。）

を設置するものとする。 

２  検討委員会の委員は、水産業競争力強化緊急事業について学識経験を有する者等 10 人以内で構成

し、水漁機構の理事長が委嘱するものとする。また、水漁機構理事長が必要と認める場合には､専

門の学識経験を有する者を特別委員として委嘱することができるものとする。 

３  検討委員会は、次の事項について検討し、水漁機構理事長に意見を述べることができるものとす

る。 

    （１）水産業競争力強化緊急事業のあり方 

    （２）水産業競争力強化緊急事業と他の関連施策等との連携のあり方 

    （３）その他水産業競争力強化緊急事業の実施に関連する事項 

４ 水漁機構は、水産業競争力強化緊急事業を実施するに当たり、前項の意見を尊重するものとする。 

 

（基金の管理等） 

第１２条  水漁機構は、水産業競争力強化基金を次により管理・運用するものとする。 

（１）銀行、農林中央金庫、信用金庫、信用協同組合、水産業協同組合法（昭和 23 年法律第 242 号）

第 87 条第１項第３号及び第４号の事業を併せ行う漁業協同組合連合会若しくは同法第 11 条

第３号及び第４号の事業を併せ行い県域全体を地区とする広域漁業協同組合への預貯金又は

郵便貯金 

（２）信託業務を営む銀行もしくは信託会社への信託（元本保証のあるものに限る。） 

（３）国債、地方債、その他の有価証券（元本保証のあるものに限る。） 

２ 水漁機構は、水産業競争力強化基金を適正に管理するため、実施要領第４の３に基づき、事業年

度毎に水産業競争力強化基金会計及びこの基金を構成する各事業ごとの勘定を設け、この基金事業

を実施するために必要な経費とそれ以外の事業に係る経費等とを明確に区分して経理するととも

に、この基金事業の内容を明らかにした帳簿及び関係証拠書類を整理保管するものとする。 

  なお、帳簿及び関係証拠書類の保管期間は、事業終了の年度の翌年度から起算して５年間とする。 

３ 水漁機構は、水産業競争力強化基金の管理・運用に当たり通常発生する各種手数料、通信運搬費

等の諸経費については、水産業競争力強化基金会計の中から支弁することができるものとする。 

４ 水産業競争力強化基金の運用によって生ずる果実は、水産業競争力強化基金会計に繰り入れるほ

か、運用通知の規定に従い、毎年度水産庁長官の承認を得て、水漁機構の一般管理費を含め、水産

業競争力強化基金事業に充てることができるものとする。 
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（事業の実施） 

第１３条 第２条（４）別表１に掲げる水産業競争力強化緊急事業の各事業ごとの内容及び事業要件

等は、前条までに定めるほか、別添１～９までに定めるところによる。 

 

 

附 則 

第１条 この業務要領は、平成２８年３月２日から施行する。 

第２条 この業務要領は、平成２８年 10 月 28 日から施行する。 

第３条 この業務要領は、平成３０年３月８日から施行する。 

 

 


